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米国お よびアジア諸国におけるESCO事 業の実態 と

今後の普及促進策に関する研究

A Study on the Activities and Future Promotion Programs of ESCO Industry 

                    in U.S. and Asian Countries

村 越 千 春*1,渡 辺俊 行*2,赤 司 泰 義*2,中 上 英 俊*3

Chiharu MURAKOSHI, Toshiyuki WATANABE, Yasunori AKASHI 

              and Hidetoshi NAKAGAMI

The U.S. has raised the ESCO as the private business like present style. When Japan considered the ESCO introduction, it 

started from investigations of the history and the actual conditions of the U.S. ESCO  industry. On the other hand, the 

conditions of the U.S. ESCO in recent years have changed by promotion and retreat of utility restructuring. Many Asian 

countries, which introduced the ESCO in the 1990s, also followed the U.S. ESCO model. In this paper, we describe the 

activities of the ESCO industry in the U.S. and Asian developing countries especially China, Thailand and India. And we 

investigate the spreading-and-promotion programs of the ESCO in future Asia.
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1.は じめに

ESCO(EnergyServiceCompary)事 業を,現 在のような民

間 ビジネスとして育成 してきたのは米国である.我 が国が

ESCO事 業導入を検討 した際にも,米 国のESCOの 歴史と

実態 を調査するところからスター トしている.一 方で,近

年の米国のESCOを 取 り巻 く環境は,電 力会社等の公益企

業の規制緩和(ユ ーテ ィリティー ・リス トラクチャリング)

の推進と後退により大きく変化 し,ESCOが 提供するサービ

スも多様化 してきた.ア ジア諸国へのESCOの 導入は1990

年代に行われ,我 が国同様 当時の米国方式が導入 されて

いる.特 に,途 上国では国際機関の支援で導入を開始 した

国が多い.

本研究では,ESCOの 先進国である米国 と,米 国のモデル

をべー スにESCO導 入 を加速 しつつあるアジア諸国の,特

に途上国の取 り組みを整理 し,今 後のアジア諸国における

ESCOの 普及促進策を検討する.途 上国を取 り上げるのは,

今後我が国が温暖化対策に関する国際協力を行 う上で,エ

ネルギー消費が益々増加す る途上国が中心的な課題になっ

ていることによる.ア ジア諸国の中でESCOの 市場が形成
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されている,あ るいは形成 されつつある国は,日 本,韓 国,

中国,台 湾,タ イ,イ ン ドである.こ の他,マ レーシア,

フィ リピン,イ ン ドネシアでもESCOが 活動 しているが,

市場形成には至っていない.こ れ らの うち本研究では途上

国である,中 国,タ イ,イ ン ドを対象 とす る.

2.米 国におけるESCO産 業の動向

米国におけるESCO産 業は,第 一次石油危機以降のエネ

ル ギ ー価 格 の 上 昇 か ら始 ま り,DSM(DemandSide

Management)の 開発 と普及,公 益企業の規制緩和(ユ ーテ

ィ リテ ィー ・リス トラクチャ リング)の 進展 と後退 といっ

た環境変化の影響を大きく受けている.ESCO産 業そのもの

もエネル ギーサー ビスを担 うメイ ンプ レーヤー として多様

な変化を遂げてきた.最 近の変化では連邦市場の拡大やIT

技術を利用 した新たなサー ビス展開,省 エネルギー ビジネ

スへの回帰 といった点に特徴が見 られ る.

2.1米 国におけるESCO産 業の普及経緯

(1)米 国におけるESCOの 起源

米国におけるESCO産 業は,1973年 及び1979年 の第一

次 ・二次石油危機による原油価格の高騰によってベ ンチャ
ー企業 として始まる.

初期のESCO事 業者は,エ ンジニア リング ・コンサルタ

ン トが省エネルギー診断を提供し、診断結果によるエネル



ギーシステムの提案及び,エ ネル ギー管理の改善提案を提

供 した.し か しこれ らがビジネスとして定着す るには至 ら

ず,単 なるコンサルタン ト業務から,プ ロジェク ト開発業

務へ進出 したものがESCOの 起源 となる.こ の際,パ フォ
ーマンス契約 により投資 リスクを顧客にかわって負担す る

ことで事業化 を促進すること,及 び省エネルギーによ り実

現す る経費削減分でプロジェク トの経費を賄 うこと等の提

案が始まった.1980年 代にはビル管理,制 御 システムメー

カーがパフォーマンス契約を提供す るエネルギーサー ビス

部門を設立し,ESCOに 参入 し,同 時期に公益企業のDSM

プログラムに参加す るESCO事 業者が設立 され るようにな

った.

(2)規 制緩和 とESCO産 業の変化

1998年 にカ リフォルニア州で始まった公益事業の規制緩

和は,ESCO産 業にも大きな変化を与えることになった.ブ

ルーブ ック ・プロポーザル注1)の呼称で知 られるカ リフォル

ニア州の規制緩和の計画書は,1994年 に発表 され,こ れ以

降 電 力会社,ESCO事 業者は,規 制緩和の影響を考慮 した

事業展開に乗 り出すことになる.ESCO事 業の中核 となるパ

フォーマンス契約ベースの省エネルギー改修事業の受注は

増加するものの,シ ェアは低下し,エ ネルギー供給を含む

様々なサービスの展開を図るよ うになった.特 徴的な変化

はRESCO(RetailEnergySerViceCompany)の創設 である.主

にカ リフォルニア州,ペ ンシルベニア州,ニ ューイングラ

ン ド州の電力会社が規制緩和による電 力価格低下 と競合市

場に対応す るために,省 エネルギーサー ビスと電力供給 を

行 うRESCOを 創設 し,顧客確保 とビジネス拡大を目標 とし

た.そ の後,規 制緩和が予想 どお りに進展 しない中で,

RESCOか ら撤退する電 力会社が増加 し,1998～2000年 当時

はESCOの 合併,吸 収,提 携が相次ぎ,3ヶ 月で事業者の地

図が塗 り代わると言われるほど激 しい変化に見舞われる時

代 となる.

規制緩和により小売市場の競争が激 しくなった結果,テ

キサス州,ニ ュージャージー州,マ サチューセ ッツ州,ニ

ュー ヨーク州な どの州ではパ フォーマンス ・サー ビスに回

帰 し,公 共部門を中心とした活動が行われている.

(3)サ ー ビスの多様化

パフォーマンス契約による省エネルギー改修は,依 然 と

してESCO事 業の中核的なサー ビスである.し か し2000年

を迎える頃にはパフォーマンス契約を伴わない低 コス トの

サー ビスを提供するESCOが 台頭 し,既 存のESCO事 業者

と競合するようになった.こ のことは一方ではESCO事 業

が成熟 しつつあることの証でもあるが,こ のようなサー ビ

スが増加 した理 由には以下が挙げ られる.

顧 客がESCOの 能 力 を理解 しつつ あ り,保 証 や検証 を

しな くて も良い と思 ってい る.

IPMVP(intemationalPerfomlanceMeasuiement&

VerificationProtocol)1)が 普 及 した.

計測 ・検証を継続するコス トを負担 したくない.

10年 契約の うち計測 ・検証,省 エネル ギー保証を2年

など短期間に限定する傾向.

デザイン ・ビル ト(Design/build),固 定価格(FiXed

price)サ ー ビス等,パ フォーマンス契約 を伴わないサ
ー ビスの普及.

1998年 に始 まったカ リフォルニア州の電力危機以降,

2001年 にはパシフィック ・ガス&エ レク トリック社,サ ザ

ン ・カ リフォルニア ・エジソン社が経営危機に陥るなど,

全米で規制緩和は徐々に後退 した.ESCO事 業もこの影響を

受け,2001年 のエンロンの倒産に象徴 され るように,電 力

を主体 としたコモディティー供給か ら,省 エネル ギー ビジ

ネスに回帰するが,ESCO市 場の成長 も鈍化する.そ の後,

電力を取 り巻く規制環境の変化が一段落すると,地 方政府,

連邦政府でのESCO事 業がふたたび拡大 し,省 エネルギー

を中心 とした事業展開が行われている.

2.2米 国におけるESCO産 業の市場規模

米国のESCO市 場規模は,2006年 で36億 ドル(4,320億

円)2)と我が国の10倍 以上の水準にある(図1参 照).1990

年の1億5千 万～3億5千 万 ドルか ら2000年 までは年率約

20%で 成長 し,2000年 から2004年 は伸び率が鈍化 し約3%

の成長 に止まっているが,そ の後22%と 高い成長 を回復 し

ている.

2000年 以前は,地 方政府のESCO事 業を中心に市場が拡

大す る中で,パ フォーマンス契約の占める割合は,1996年

までは約70%を 占めていたものが,2000年 には50%程 度に

低下している。これは,ESCOの サー ビスの多様化によるパ

フォーマンス契約以外の事業の増加 によるものである.

2000年 か ら2004年 はESCO市 場の伸び率が鈍化する.

NicoleHopper他2)に よれば,こ の要因は以下のよ うに指摘 さ

れている.

規制緩和の後退により,多 くの州で電力の直接供給を

含む自由化を見送 ったため,電 力供給+付 加価値サー

ビスを提供する事業が縮小 したこと.

エンロンの倒産は,大 型ESCOの 退場による直接的な

影響を及ぼす とともに,他 のESCOに とっては,ESCO

の会計に関する疑念 を生 じさせ る結果になった.こ の

結果,連 結決算が義務づけられ,こ れまで許可 されて

いた,親 会社の債務 を子会社に付け替える(オ フバ ラ

ンス・カウンティング)こ とができなくなった.ま た,

パフォーマンス契約は初年度の支出が大 きく,長 期で

資金回収 を行 うが,こ れまでは初年度に発生する債務

を契約期間中に分散 させる,あ るいは,将 来の利益を

現在価値化 し初年度に計上 し,初 年度の債務に充当す

ることができたが,こ れ らができな くな り,会 計上の

柔軟性が失われた.

連邦政府 のESCO調 達規則ESPC(EneigySavingS

PerformanceContract)3)は 時限立法により定められた も



ので,2003年 に一端終了し,1年 間再開が認 められな

かった.連 邦市場はESCO市 場の重要な牽引役 を果た

していたため,大 きな影響を及ぼした.

ESCO事 業者の統廃合により事業者の数が減少 した.

ロー レンス ・バー ク レー 国立研 究所(LBNL:ErneSt

OrlandoLawrenceBericeleyNationalLaboratory)で は2002

年4)と2007年2)にESCOの 市場調査 を行っている.2002

年の調査では63のESCO事 業者が活動 していること

を確認できたが,2007年 の調査では46のESCO事 業

者に減少 している.

2000年 に比較 して2006年 のパフォーマンス契約事業が

増加 した要因は以下の2点 があげられる.

州政府,連 邦政府 の要求

州政府のESCO事 業は全て省エネルギー保証が要求さ

れる.同 時に,連 邦政府のESCO事 業が増加 した.

ESP(EnergyServiceProVider)の増加

ESPは,通 常BOT(BuildOperateandTransfer)で 提供

される.こ の際ESCOは 価格あるいは,供 給する電力,

熱の質に対する保証を求められ る.従 って これ らは保証

契約の一種 とみなす ことができる.

図2米 国ESCO市 場の分野別内訳(2006年)2)

図1米 国におけるESCO市 場規模の推移2)

2.3米 国ESCO産 業の特徴

2006年 の米国のESCO市 場は,約36億 ドルであるが,そ

の うちMUSH(地 方政府,大 学,学 校,病 院)が58%,連

邦政府が22%と 公共住宅の2%を 含 め,82%が 公共施設であ

り,そ の多 くがパフォーマンス契約によるものである.民

間施設は,業 務施設9%,産 業施設6%,住 宅3%と わずかで

あ り,我 が国の民間主体の市場 と大きく異なる.民 間市場

のみでは,6.5億 ドル と約780億 円であるが,こ の多くはパ

フォーマンス契約では無く,設 計 ・施工(DesignBuild)あ

るいは,EPCS(Engineering,ProcurementandConstruction

Services)で あることから,我 が国の民間市場におけるパフ

ォーマンス契約の実績は,米 国を上回っていると考え られ

る(図2参 照).

事業内容は,省 エネルギー改修が73%と 過半を占め,以

下,オ ンサイ ト再生可能エネルギー10%,コ ンサルティング

/マ スタープラン8%,オ ンサイ ト発電6%と 続 く(図3参

照).

また,契 約翻1」では,パ フォーマンス契約が69%と 過半

を占め,以 下,設 計 ・施工(Design/Build)あ るいはEPCS

が25%を 占める(図4参 照).

パフォーマンス契約事業は,1990～1995年 では,74%を

占めていたものが,1996～2000年 では60%に な り,2006年

では69%に 回復 している.こ れ を売上げでみると,パ フォ

ーマンス契約事業は,2000年 か ら2006年 にかけて16%増 加

したことになる.

図3米 国ESCO市 場の事業別内訳(2∞6年)2)

図4米 国ESCO市 場 の 契約種 別内訳(2006年)2)

※EPCS:EngineeringProcurementandConstructionServices



ESCO事 業者には独立系,機 器メーカー系,ユ ーティ リテ

ィー系,エ ンジニア リング系 ・その他などがあるが,米 国

ESCO事 業者では独立系が最も多 く,2000年 から2006年 の

間でもその数はあま り変化 していない.機 器メーカー系,

ユーテ ィリティー系は2006年 ではかな り減少 し,統 廃 合が

進んだことがわかる.機 器 メーカー系にはジョンソン ・コ

ン トロールズ,ハ ネウェル,シ ーメンス等の大手があ り,

これ ら以外の中小事業者 とユーティ リティー系事業者が減

少 し,大 手や独立系事業者に買収 されたものと考えられ る.

売上げでは,企 業数が13%の 機器メーカー系が過半を占

めてお り,2000年 から2006年 では特に規模を拡大 している.

ユー ティリティー系は,2000年 では最大の39%を 占めてい

たが,2006年 では9%に 縮小 してお り,規 制緩和の進行 と後

退の影響が顕著に表れている.独 立系は,2000年 では企業

数で44%,売 上げの10%と 中小規模のESCO事 業者が多か

ったが,2006年 では,企 業数は変化 しない(割 合は増加)

が売上げは10%か ら21%に 拡大 していることから,合 併な

どによる規模拡大を果たした と考えられる(図5参 照).

図5米 国ESCO事 業者の種類別企業数・売上げ(2006年)2)

3.中 国におけるESCO産 業の動向

中国のESCO産 業は,GEF(GlobalEnvironmentFacility)

注2)と世界銀行の支援によって始ま り,本 格的なESCO産 業

育成プログラムは現在その最終段階にある.

1992～1994年 にGEFと 世界銀行 は,ChinaIssuesand

OptionsinGreenhouseGasEmissionsControlと い う調査を行

い,大 きな潜在的省 エネルギーの可能性があるにも拘わら

ず,市 場障壁により省エネルギープロジェク トが実施 され

ていないことを確認 し,1998年12月 から,ESCOを 導入,

育成する本格的なプ ロジェク トが開始された.「 中国省エネ

ルギープロジェク ト」は2つ のフェーズからな り,第1フ

ェーズが1998～2003年,第2フ ェーズが2003～2008年 に

行われている.

第1フ ェーズでは3つ のパイ ロッ トESCOと 情報提供を

行 う,NECIDC(NDRC注3)EnergyConsrvationInformation

DisseminationCenter)が 設立され,第2フ ェーズでは,ロ ー

ン ・ギャランティー と呼ぶ債務保証制度 とESCO協 会

(EMCA:ChinaEnergyConservationServiceIndustry

Association)が 設立 されている.

尚,中 国ではESCOの ことをEMC(EnergyManagement

Company)と 呼んでいる.こ れは,ESCOが 中国国内で商標

登録 されてお り,使 用できなかったことによる.以 下,中

国での呼び名に従い,EMCと 記す.

3.1中 国省エネルギープロジェク ト第1フ ェーズ

北京市,遼 寧省,山 東省にパイ ロッ トEMCを 創設 し,

ESCO事 業の普及拡大を図るとともに,省 エネルギーの広報

を行 うプロジェク トである.3つ のパイロットEMCは,1996

年に創設 され,1997年 か ら営業を開始 している(図6参 照).

中国のEMCは,パ フォーマンス契約 を基本理念 とし,「プ

ロジェク ト全体の利益のうち,省 エネルギーによる利益が

50%以 上を超 えるもの」 と定義 している.

EMCは,1)エ ネルギー診断,2)設 計,3)省 エネル ギ

ー技術の選定
,4)プ ロジェク トファイナンス,5)機 器の

調達 ・設置,6)試 験,7)運 転,8)メ ンテナンス,ま での
一連のサー ビスを総合的に提供 するものである.ま た,パ

イロッ トEMCは,パ フォーマンス契約によって省エネルギ

ープ ロジェク トを実施す る営利企業であ り,契 約期間中

EMCは 顧客 と利益をシェア し,契 約終了後,設 備は顧客へ

譲渡す る.

世界銀行,GEF及 び他の国際機関か らの資金支援は,パ

イ ロッ トEMCの 設立と運営,及 びESCO市 場形成に係 る支

援に当てられている.パ イロットEMCに 対 しては,GEF

の2200万 ドルの うち各500万 ドル,及 びEUか らの400万

ユーロの うち各100万 ユーロが準備金(資 本に投入 しては

いけない)と して供与 され,世 界銀行か らはロー ンとして

各2,100万 ドルの融資枠が設定されている.金 利はLIBOR

(ロン ドン銀 行間取引金利:LondonInter-BankOffeeredRate)

ベースであ り,パ イロッ トEMCは 融資枠の範囲内でこの融

資を受けることができる.

1996年 の為替 レー トで総額約100億 円,内 各パイロッ ト

EMCに30億 円が投入 されている(表1参 照).

3つ のパイ ロッ トEMCの 事業規模 は,2001年 までは急激

に増加 し1億7,000万 元(約25億4千 万円)に 達 し5),こ

れ以降2004年 まではほとんど伸びがみられないが,2005年

で2億7,000万 元(約36億5千 万円)に 増加 している6).

平均の単純回収年数は1.3年 であ り2年 未満が90%と,ほ

とんどの事業が短期回収である.た だし,シ ェア ド・セイ

ビングス契約の契約期間は平均4.5年 で最長10年 といわれ

てお り,契 約の内容については疑問点が残る.つ ま り,短

期回収可能な事業でありながら,長 期の契約を結ぶことは,

合理的ではない と考えられ るからである.

第1フ ェーズでは475の 事業が行われ,そ の総投資額は

累積13億3,000万 元(約190億 円)で あ り,こ の結果,累

積の省エネルギー効果で石炭換算151万tce/年,二 酸化炭素

削減効果で145万tt-c/年 を実現 している.



図6.WB/GEF中 国省エネルギープロジェク トの組織図

※NDRC:国 家発展改革委員会
PMO:ProjectManagementOffice
NECIDC:NDRCEnergyConservationInformationDisseminationCenter

表1国 際金融支援の概要

※ 為 替 レー トは1996年:109円/US$,139円/ユ ー ロ,172円/ポ ン

ドを使 用.

3.2中 国省エネルギープロジェク ト第2フ ェーズ

2003年 からは中国省エネルギープロジェク トの第2フ ェ

ーズが5年 計画では じまる.第2フ ェーズでは,新 規EMC

の育成を主なテーマ としている.第2フ ェーズでは,ESCO

協会(EMCA:ChinaEnergyConservationSerViceIndusty

Association)を 設立す るとともに,新 規EMCの 市場参入を

促 し,市 場拡大 を図ることを目的に,債 務保証制度(ロ ー

ン ・ギャンティー)を 実施 している.ロ ーン ・ギャランテ

ィーは,GEFか ら2200万 ドルが供与され,CNI&G(China

Nationallnvestment&GuarantyCo.Ltd/中 国経済技術投資担

保有限公司)が これを運用 している.

ローン ・ギャランティー ・プログラムは金融機関の与信

リスクを回避す るための保証措置である.こ の保証を受け

ることにより,金 融機関の参画を促 し,市 場を拡大す る効

果がある.世 界銀行の試算では,資 金の5倍 の融資を誘発

す ると見 られている7)(図7参 照).

中国ESCO協 会(EMCA)の 調査によると,ESCO事 業

への投資は,省 エネルギー投資全体では2003年 以降急激 に

増加 してお り,2006年 では,63億3千 万元(923億 円)に

拡大 し,パ フォーマンス契約による事業 も18億9千 万元

(276億 円)に 成長 している(図8参 照).こ れは我が国の

ESCO事 業 とほぼ同程度の水準である.こ の結果,2006年

の省エネルギー効果 は単年度で,省 エネルギー投資全体で

石炭換算416万ne年,内,パ フォーマンス契約による事業

で,石 炭換算269万tce/年 を実現 している.こ の効果を2003

年から2006年 の累積でみると,省 エネルギー投資全体では

石炭換算833万tce年,内,パ フォーマンス契約による事業

で石炭換算538万tce/年 となる.経 年でみ ると,特 に2006

年の省エネルギー効果は,2003～2005年 の累計 とほぼ同程

度を実現 したことになる.

投資の内訳については2005年 の実績に関する調査結果8)

を参考にする.2005年 の部門別の投資額は,産 業部門が22

億2千 万元,民 生部門が6億7千 万元と,産 業部門が全体

の76%を 占める.事 業件数は,産 業部門の189件 に対 し,

民生部門が294件 とむ しろ多く,1件 当た りの投資額は,産

業部門が,11.7百 万元/件(159百 万円/件),民 生部門が2.3

万元/件(31百 万円/件)と 産業部門は民生部門の約5倍 に相

当す る(図9参 照).

EMCは2005年 時点で150程 度存在すると言われ,華 北

地方に最 も多 く,次 に華東地域に集中している.華 北,華

東地域はパイロッ トEMCが 位置 し,ま た産業地域 も多く立

地す ることによる.た だ し,150の 事業者の うち本格的な

ESCO事 業を行っている企業は数十社 とみ られ る.

多数の新規EMC事 業者の参入,ESCO協 会の設立,ロ ー

ン ・ギャランティー ・プログラム(CNI&Gが 実施)の 実施

と,ESCO産 業発展に向けた地盤整備が整いつつある.また,

2006年 からの第11次5力 年計画では2010年 までにエネル

ギー源単位(GDP当 りのエネルギー消費量)を 現状か ら20%

削減することを目標 としてお り,2007年10月 の省エネルギ

ー法の改正では
,省 エネルギーに関す る規制 と支援は今後

ます ます強化 され,例 えば,政 府の省エネルギーに対する

奨励金では,プ ロジェク ト全体(投 資回収完了まで)の 省

エネル ギー量が標準炭換算1万 トン以上の場合,1ト ンあた

り200元(東 部)ま たは250元(西 部)が 支払われ る.中

国におけるESCO産 業は,年 々大きく変化 してお り,今 後

も省エネル ギーの担い手として成長す るものと考えられ る.

図7ロ ーン ・ギャランティー ・プログラムの概要



図8中 国の省エネルギー投資額の推移6)

図9中 国の部門別ESCO事 業投資額(2005年)8)

4.タ イにおけるESCO産 業の動向

4.1タ イにおける省エネルギー政策の概要

タイは,1992年 に省エネルギー ・新エネルギーの促進及

び,融 資に関連する規制や法律 を整備するために省エネル

ギー促 進法(ENCONAct:EnergyConservationPromotionAct)

を施行 した.

ENCONAct下 では,エ ネルギー省(MinistryofEnergy)

のDepartmentofAltwrnativeEnergyDevelopmentandEnergyEfficiency(DEDE)が 指定施設省エネル ギー義務プログラム

(CompulsoryProgramforDesignatedFactoriesandBuildings)

の監督を行っている.

ENCONActで 指定 された工場や建物(電 力 ピーク需要

lMW以 上の施設)は,エ ネルギーの管理(照 明用電力消費,

空調用エネル ギー消費,建 物躯体)が 義務付けられている.

また,指 定施設は,エ ネルギー診断 も義務付けられてお り,

省エネルギー目標 とそれに向けた計画を立案 しなければな

らない.

現在,法 改正 として,□ 公共施設 と民間施設での異なる対

策 ・評価基準の策定,□ エネルギー管理士標準化,□ 建物エ

ネル ギー基準(ホ テル,オ フィス,病 院,百 貨店)の 策定

を検討 中である.

ENCONフ ァン ド(EnergyConservationPromotionFund)は,

1992年 の省エネルギー促進法による,省 エネルギーを促進

す るための金融措置である.ENCONフ ァン ドの資金は,

1992年 当初はPetroleumFundか ら15億バーツ を移転 し,同

時に石油類の製品の消費に対 し0.07バ ーツ/Lを 課税 してい

た.2000年 以降PetroleumFundか らの予算は30億 バーツ

を超えるようにな り,毎 年の予算は55～65億 バーツになっ

ている.石 油製品に対する最近の税率は0.04バ ーツ/Lで あ

る.

ENCONフ ァン ドの低利融資は,第1期;2003年 ～3年 間;

取 り扱い6銀 行;ESCO向 け金利4%;銀 行からDEDEへ の

返済は0金 利で行われてきた.第2期;2006年3月17日 以

降の原資は20億 バー ツ;取 扱銀行11銀 行に拡大;ESCO向

け金利は4%固 定(市 中金利は7.5%);銀 行か らDEDEへ

の返済は0.5%金 利;1件 当り5千 万バーツ以下;最 大7年

返却 となってい る.リ ボル ビング運用を考慮 してお り,初

年度 より20億 バーツ全てが使われている.

この ように,タ イの省エネルギー政策はアジア諸国にお

ける途上国の中では整備 されてお り,省 エネル ギーへの期

待 も大きい.特 に,2005年 以降の原油価格 の高騰は,そ れ

まで運用に疑問が持たれていたENCONフ ァン ドについて

も機能するように整備 され,同 時に,ESCOに 対す る関心も

高ま りつつある.

4.2タ イにおけるESCO産 業の現状

2005年 度時点でのタイのESCO事 業者 は約20社 であ り,

その中でESCOの 活動を行っているのは10社 程度である.

それ以降業者数に関 して大きな変化がな く現在 に至る.な

お,信 頼のおけるESCO事 業者は5社 程度に限定されると

言われている.

タイでESCO事 業が開始 されたのは1996年 で,本 格的な

始動は1999年3月,DEDP(現 在のDEDE)が 受け皿にな

り,世 界銀行 とGEFの 支援プ ロジェク トが開始 した以降 と

なる.GEFプ ロジェク トでは,パ イロットプロジェク トと

して4つ の産業施設を対象 とした省エネルギー診断が行わ

れている.受 け皿 は,TheElectricityGeneratingAuthorityof

Thailand(EGAT:現 在のEGATPublicCompanyLimited)で

あ り,DSMの 一環 として行われた.

この内,BangkokProduceMenchandiSingPublicCo.Ltd.の 工

場への コージェネ レーション導入プロジェク トが,2002年

に事業化 し,ENCONフ ァン ドによる30%の 補助金を受け

ている.省 エネルギー診断経費の6百 万バーツがGEFの 基

金で賄われ,ESCO事 業の投資は1億9千 万バーツを工場が

行い,投 資回収4.9年 のプロジェク トである.

ESCO事 業推進に関連 したインセンティブとして,リ ボル

ビングファン ドと免税措置がある.

リボルビングファン ドプ ログラムは,省 エネルギープロ

ジェク トに対する低金利融資プログラムである.2002年 ～

2005年 に,80の 省エネルギー ・新エネプロジェク トを実施

し,合 計融資額はUS$1億 で,う ちUS$5,400万 が リボル ビ

ングファン ドによるものであり,US$4270万 の省エネルギ



ー効果が得 られている.2006年 は75の プロジェク トを実施

し,US$7,850万 の融資額の うちUS$4,120万 がリボルビン

グファン ドによるもので,US$3,600万 の省エネルギー効果

が得 られている.

今後は,徐 々に政府の役割を減少 させ,銀 行の共同出資

の割合 を増や し,銀 行の省エネルギー技術に関する トレー

ニングを強化 してい く予定である.

省エネルギーな どによる顧客への免税措置は,大 企業税

率30%,中 小企業税率15%で あり,省 エネルギーでの削減

分は課税対象外となる.こ の他,ESCO(SPC)に 対す る8

年間の法人税免除措置がある.

なお,最 近のESCO事 業の動向を以下に示す.

2006年 にThaiMilitaryBank(TMB)が,フ ランスの

AFD(フ ラ ンス開発 庁)の 支援 で ロー ン ・ギ ャランテ

ィー を検討 したが,実 現に は至 らなかった.

EGArのEsco設 立 プ ロジェ ク トは,人 員 や予算 の関

係 で中止.

FTI(TheFederationofThaiindustries)が 今 後,ESCO協

会 的 な役 割 を果たす ことに意欲的.

ESCOに 関 心 があ る金 融機関 は,BankThai,Bangkok

Bankな ど.

タイのESCO事 業実績は,2000年 に2億6,000万 バーツ

と見 られ,そ の後,堅 調に増加 し,2006年 に32億 バーツ(89

億円)を 記録 している(図10参 照).ま た,タ イの省エネ

ルギープロジェク トの潜在的な市場規模 は,83億 バーツ～

189億 バーツと試算 されている.

図10タ イのESCO事 業投資額の推移

5.イ ン ドにおけるESCO産 業 の動向

5.1イ ン ドにお ける省 エネルギー政策の概 要

イ ン ドには,エ ネ ル ギー ・環 境関連省庁 が数 多 く存在 し

(電 力省:MinisttyofPower,石 油 ・天然 ガス省:Ministlyof

PetrDleumandNatUralGas,非 従 来型 エネル ギー省:Ministryof

Non-ConventionalEnergySources,環 境 ・森林省:Ministryof

EnvironmentandForests等),か つ 省庁間 の協力が あま り見 ら

れ ず,中 国や タイに比べ て省エ ネル ギーに関す る法整 備は

遅 く,省 エネル ギー法 令(EnergyConservationAct)が 制 定

されたのは2001年10月 である(2002年3月1日 施行).電

力省の傘下に設立 されたBEE(BureauofEnergyEfficiency)

が本法令を運営 ・監督する.省 エネルギー法令が定めてい

る項 目を以下に示す.

エネルギー管理士/診断士

エネルギー管理士/診断士の国家試験が2004年 から開

始 今まで2,000人 以上が資格を取得

エネルギー管理事業所

エネルギー多消費工場 ・施設を指定し,エ ネルギー消

費基準の設定 ・評価 ・指導を実施する.エ ネルギー管

理士を省エネルギー対策の責任者,エ ネルギー診断士

に省エネルギー診断を行わせ,省 エネルギー対策の進

捗状況やエネルギー消費量状況に関する報告書の提出

を義務付け.エ ネルギー消費基準を満たしていない場

合は,対 策の実施を命ずる.2007年3月 までの猶予期

間の終了後は,報 告書を提出していない企業や省エネ

ルギー対策を講じていない企業の名前をホームページ

にて公表している.

建築物省エネルギー基準

契約電力500kW以 上の商業施設に対して,外壁,屋根,

窓,照 明,空 調設備のエネルギー消費基準を5地 域ご

とに定めている.2007年5月 から開始

エネルギー消費基準

コージェネレーション,工 業用乾燥機,フ ァン,チ ラ

ー
,照 明設備,変 圧器等を対象.

5.2イ ン ドに おけるESCO産 業 の現状

1990年 当 初まで は,石 油 ・天然 ガス省,電 力省 が独 自に

省 エネル ギー プ ログラム を実施 してきたが,そ の後,世 界

銀 行等 の国際協 力機 関か らの融資 を もとに政府 系金 融機 関

IREDA(lndianRenewableEnergyDevelopmentAgencyLtd.)

等 が 省 エネル ギー プ ロジェ ク トに低 金利融 資 を実施 してき

た.ま た,USAID(UntiledStatesAgencyforintemational

Development)の 支 援 に よ り1995年 頃 にイ ン ドで初 めての

ESCO事 業 者 が誕 生す る.2002年 か らのUNDP(united

NationsDevelopmentProgramme)や 世 界銀行 の協 力 に よる

3-CEEプ ロ グラム(3CountryEnergyEfficiencyProject:イ ン

ド,中 国,ブ ラジル 間のESCO推 進 プ ログラム),2005年 の

ESCO国 際 会議 の開催,2006年 のESCO協 会(ICPEEB:lndian

CouncilforPromotionofEnergyEMciencyBusiness)の 設 立 を

実現 させ てい る.

FICCI(FederationoflndianChainberofCommeioe)等 産 業

界 が先行す る形 でESCOモ デ ル プ ロジ ェク トを実施 し,政

府 がその後 をす ぐ追 うよ うに,20α2年 頃か ら政府 系建物 に

おけ るESCOモ デ ルプ ロジ ェク トを開始 してい る.

政 府,国 際 機関,ESCO事 業 者,産 業界,金 融 機関等 に よ

るESCO産 業 発展 に向 けた様 々な活動が行 われ,ESCO産

業 が創成 され たが,現 状で は未だ 市場環 境が整備 されて い

るとは言 えない.



イ ンドにおけるESCO事 業者の数は2003年 に4～8社 で

あったが,現 在では15社(ICPEEB会 員)以 上に増加 して

いると言われている.し か し,自 社製品を売 り込むための

ツール としESCOス キームを利用 しているに過ぎない省エ

ネルギー機器メーカー,省 エネルギー診断は行 うがESCO

事業までは行わない企業も多い.ま た,ESCO事 業者は規模

が小 さく,財 務力 も弱 く信頼性に欠け,プ ロジェク ト形成

がスムーズに行われていない状況である.

ESCO事 業を含む省エネル ギー事業の顧客 としては,中 央

政府では,BEEが 政府系建物(オ フィスビル,病 院,空 港

ビル等)9施 設に対 してESCO事 業プロジェク トを計画中で

あ り,地 方 自治体では,バ ンガロールでの街灯,カ ルナー

タカ,タ ミルナ ドゥ,デ リーでの水道局の電灯等,州 政府

におけるESCO事 業がUSAIDや 世銀の支援によって行われ

ている.産 業部門では,製 紙,食 品,鉄 鋼,窯 業等にお け

るESCO事 業実績がある.大 規模事業所では自社のエネル

ギー管理士が診断を行 うことができ,ESCOを 必要 としない.

従って,中 小規模の産業に対するESCOプ ロジェク トが多

い.た だし,規 模が小 さい と事業費に対す る取引費用の割

合が大きく魅力的な利益が生み出せな くなることか ら,同

一手法でESCO事 業を展開することが可能な
,同 業種バ ン

ドリングプロジェク トの試み も検討 されている.民 生部門

では,ハ イデラバー ドのホテル,イ ンディラガンディー空

港 ビル等での実績があるが,民 生部門でのESCO活 動は未

開拓である.

現在の開拓済みESCO市 場は小 さく,調 査が行われてい

ないことか ら市場規模を特定す ることはできないが,省 エ

ネル ギーポテンシャルは大きく,省 エネルギー法施行後5

年が経過 しその強化が今後考えられ ること,政 府がESCO

事業の推進に意欲的であることか ら,省 エネルギービジネ

スの将来的拡大に期待できるものと考えられる.

6.ア ジア諸国におけるESCO産 業育成 プログラム

アジア諸国におけるESOC事 業開発が進み,あ る程度の

市場が形成されつつある国は,日 本,韓 国,中 国,イ ン ド,

タイ と僅かである.こ れ以外のマ レーシア,フ ィリピンな

どでは,ESCO事 業に対する関心が高 く,政 府がESCO事

業の導入策を実施中であるが,未 だ市場を形成するには至

っていない.途 上国では,こ れまでESCO事 業開発を 目的

に,国 際機関の支援プログラムが行われてい る.し か し,

同 じGEFで も国によ りそのプ ログラムの内容は異なり,ま

た,複 数の資金が同一プログラムに投入 され ることも多い.

例えば,中 国ではGEF,世 界銀行(IBRD),EU,英 国の資

金でESCO推 進プログラム(第1フ ェーズ)が 構成 され,

マ レーシアではGEF,UNDP,MESITAFund(タ イ民間基

金),タ イ政府 の資金 で構成 され るMIEEIP(Malaysian

lndustrialEnergyEMciencyimprovementProject)か らESCO支

援資金が提 供され,イ ン ドではUSAID),GEFの 資金が,タ

イではGEFの 資金が提供されている.こ の他,対 象国は特

定 していないが,国 際協力銀行,ア ジア開発銀行,三 菱商

事等が創設 したファン ドも機能 している.こ こでは,各 国

が取 り組んできたESCO産 業育成プログラムを整理 し,今

後の普及促進策を考察す る.

6.1主 なESCO産 業育成プログラム

ESCO事 業を育成するためには様 々な環境整備が必要で

ある.こ れまで,我 が国や米国及び,ア ジア諸国で行われ

てきた環境整備方策を以下に示す.

(1)事 前検討/FS調 査

我が国では1996,1997年 に経済産業省の支援で包括的な

調査が行われている.ま た,中 国では,GEF,イ ン ドでは

USAIDの 支援により,ESCO事 業導入の事前検討が行われ

ている.こ の調査結果を受け,中 国では世界銀行が,イ ン

ドではUSAIDが 主体 とな り,ESCO導 入の初期プログラム

を実施 している.ESCOの ような新 しい産業を育成する場 合

には各国 とも始めに行 うプログラムである.

(2)能 力開発

我が国では,様 々なマニュアル,解 説書が作成 されてき

た.ア ジア諸国では,UNDPの 支援による3-CEE(中 国,

イン ド,ブ ラジルを対象)の 中で,金 融機関の能力開発(情

報提 供,省 エネルギー効果評価方法のガイ ドライ ン,金 融

商品開発支援),事 業者への講習,契 約のガイ ドラインなど

のプ ログラムが提供されている.ま た,イ ン ドではUSAID

による技術 トレーニングが行われている.技 術 トレーニン

グでは,省 エネルギー診断,計 測 ・検証,高 効率機器に関

する情報等に関す るニーズが高く,我 が国か らの支援も期

待 されている.一 方で,金 融機関の理解 が得 られないこと

が大 きな障害になってい ることか ら,金 融機関を対象 とし

た トレーニングが必要 とい う認識が各国で見 られる.し か

し,こ れについては我が国も含め,未 だ未整備の状態であ

る.

(3)普 及啓発

我が国では,(財)省 エネルギーセ ンター,ESCO推 進協

議 会等が中心となってセ ミナー,コ ンファレンス,展 示会

等を開催 してきた.海 外でもESCO協 会及び,政 府機関に

よる同様 の取 り組みが行われている.こ の うち,国 際協力

機関が行 う普及啓発プログラムは,単 独のものは少なく,

他のプログラムの進行に合わせて行われている.3.CEEの

プ ログラム も能力開発等の一環 として行われ,中 国では

GEFに より協会設立支援が行われたことで,EMCAが 普及

啓発の主体 となっている.一 方で,タ イのよ うに,政 府以

外 に普及啓発の主体が存在 しない場合,フ ィリピンのよう

に協会はあっても機能 していない場合は,政 府や政府系機

関がその中心的役割を担ってきた.タ イはこれまでEGAT

が中心的役割を果たしてきたが,EGATのESCO事 業への

参入が見送 られ,代 わ りに業界団体であるFTIが 協会の機

能を担っている.



ESCOを テーマ とした国際会議 も開催 され,我 が国の

ESCO推 進協議会主催 によ り,2005年 に第1回 アジアESCO

コンファレンスがバ ンコク市で,2007年 に第2回 アジア

ESCOコ ンファレンスが北京市で開催 されてい る.

(4)事 業主体設立 ・運営支援

ESCO事 業者の設立や協会の設立支援が,途 上国を対象に,

国際協力機関の支援で行われている.中 国におけるGEFに

よるESCO事 業者設立支援が代表的なプログラムである.

GEFの 第2フ ェーズではEMCAの 設立支援を行 ってお り,

その運営支援 を継続中である.中 国のESCO事 業開発 にお

けるGEFと 世銀の果たした役割は極めて包括的であり,ま

た,効 果的と言える.

イ ン ドではUSAIDに よるESCO事 業者への情報提供によ

り事業者支援が行われてお り,3-CEEに よる協会設立支援

も行われている.ま た,マ レーシア,フ ィリピンでは政府

の支援で協会が設立されている.

(5)事 業開拓

導入 当初のFS調 査に続 き,省 エネルギー診断 とパイロッ

トプロジェク トが行われることが多い.我 が国でも1998年

にパイ ロッ トプロジェク トが行われている.省 エネルギー

診断については,我 が国をはじめ国の補助で無料診断を行

っている事例は多い.

国際協力機関の支援で行われた省エネルギー診断は,こ

れ に続 くパイ ロッ トプロジェク トが一体 となっている.イ

ン ドではUSAIDに より実施 されているが,マ レーシアでは

GEFで 省エネルギー診断を行い,パ イロッ トプロジェク ト

は,GEFの 資金による低利融資で行われている.ま たタイ

ではGEFで 省エネルギー診断が行われ,パ イ ロットプロジ

ェク トとしてはENCONフ ァン ドの補助金が実施 されてい

る.中 国ではパイロットプロジェク トは行われていないが,

GEFに よるESCO事 業者設立支援 と世銀の低利融資は,こ

れを十分にカバー したもの と考えられる.

(6)金 融支援

低利融資 とローン ・ギャランティーがその主体である.

低利 融資は,中 国で世界銀行が,イ ン ドでは世界銀行,ア

ジア開発銀行,国 際協力銀行,USAID等 の資金によるプロ

グラムが,マ レーシアではGEFの 資金が提供されている.

ローン ・ギャランティーは,民 間資金を省エネルギー市場

に投入するための仕掛 けであるが,中 国ではGEFに よるプ

ログラムが実施 され,イ ン ドでは3-CEEに よるプログラム

が実施 されている.タ イ,フ ィリピンでも同様のプログラ

ムが計画 されたが,実 施に至っていない.こ の他,補 助金

は,タ イではENCONフ ァン ド,日 本ではNEDO等,自 国

の資金による.ま た,中 国,タ イでは優遇税制が実施 され

ている.

(7)政 策強化 ・制度改革

ESCO事 業の促進には重要な要素になるもので,中 国,タ

イでは省エネルギー法により規制が強化 されつつあ り,他

の国でもエネルギー法等の中で省エネルギーに関する事項

が扱われているが,各 国の状況は大きく異なる.し かし,

アジア諸国の途上国の規制は厳しいものとは言えない.

省エネルギー政策による規制強化は,ESCOを はじめ,省

エネルギーの促進に直接影響する.中 国などの大国にあっ

ては自国で制度設計から行 うが,例 えば,フ ィリピン等は

担当部署の余裕が少なく,国 際協力による政策支援が有効

になるものと考えられる.

制度改革は,政 府施設へのESCO導 入を図る上で重要で

ある.こ れまで政府建物へのESCO事 業導入が成功してい

る国には,米 国,カ ナダ,オ ース トリアがあるが,米 国と

カナダは調達規則を改正し,オ ース トリアは建物の所有を

政府から切り離 した結果である.政 府の調達規則は,価 格

重視の入札で単年度契約が一般的であり,ESCO事 業の導入

には障壁になっている.政府建物へのESCO導 入は,ESCO

市場開拓に大きな影響を与えることから,可 能な限り早期

に,ESCO事 業を円滑に導入するための制度整備をすること

が望ましい.

6.2ア ジア諸国におけるESCOの 普及促進策

ESCOの 普及促進を行 うためには,前節で示したプログラ

ムは,ESCO事 業を育成し,市場を形成する上でほとんど全

てが必要になる.特 に導入の初期段階では,国 が主導する

ものが多いが,あ る程度ESCO市 場が形成されると,民 間

主導で行われるものがある.ま た,開 発途上国では,こ れ

らの幾つかが国際協力機関の支援によって実施されている.

国際協力機関が担 うプログラムは,導 入初期及び,普 及拡

大段階において,政 府主導で行われるべきプログラムの支

援である.ま た,こ れらプログラムの導入順序は概ね上か

ら順に実施すべきであると考えられるが,ほ とんどのもの

が同時に進行することで相乗効果をもたらすことから,普

遍的な導入頂序は存在しないと考えるのが妥当である.「事

前検討」はいうまでもなく最初に行うプログラムであるが,

多くの国が実施しており,ESCOに 関心を持っている国で,

事前検討が必要なのはフィリピンのみである.「能力開発」

「普及啓発」「事業主体設立 ・運営支援」「事業開拓」など

は,同 時に行うべきである.と 同時に10年 程度の長期にわ

たり継続的に行 うべきプログラムである.「金融支援」はど

の段階で整備されても有効である.特 にESCO事 業は1件

当りの投資金額が小さい(大 きくて1億 ～数億円程度)こ

とから,初 期段階の資金需要は限定的であり,普 及拡大と

ともに資金需要が増大する.当 初は政府系あるいは国際協

力機関の提供する資金に頼らざるを得ないと考えられるが,

ローン・ギャランティーを整備することで民間金融機関の

資金を期待することができる.さ らに,将 来省エネルギー

型CDM(CleanDevelopmentMechanism)が 整備されれば

これらの資金も期待できる.最 後にあげた 「政策強化 ・制

度改革」は,省 エネルギー市場形成の基礎的環境整備であ

り,な るべく早い段階で実施する方が効果的である.



本論文で とりあげる中国,タ イ,イ ン ドでは,「事前検討」

以外のプログラムについてさらに整 備 ・推進す る必要があ

るが,以 降では特に留意す る点について国別に記述する.

(1)我 が国におけるESCO普 及促進策

我が国のESCO市 場の特徴は,民 間施設,特 に産業部門

が中心である点,こ の中で業務施設 も堅調に市場拡大 して

いる点,シ ェア ド・セイ ビングス契約が中心である点,投

資回収の長い事業が多い点,ESCO事 業者,事 業主両者 とも

大規模,優 良企業が多い点があげられる.一 方で,国 の施

設への導入が進まない点,中 小企業に対す る金融環境が整

っていない点が問題点としてあげられる.

業務部門に対す る省エネルギー規制は,第 一種 第二種

エネルギー管理指定工場 ・事業所を対象に行われているが,

2003年,2005年 の改正によ り規制対象の範囲を拡大 してき

た.こ れ らの規制が,投 資 を伴 う省エネルギー改修 に結び

つ くには数年のタイムラグを要す ることか ら,規 制強化の

影響は今後顕在化するものと考えられる.規 制強化 につい

ては,現 在 も国を中心に,一 部の地方公共団体で検討 され

てお り,さ らに市場拡大を後押 しす ることになろう.

公共施設へのESCO事 業の導入については,地 方公共団

体での導入が進む中で,国 の施設への導入が立ち後れてい

る.た だ し,地 方公共団体 についても入札条件などが厳 し

く設定 され ることもあり,加 速度的な普及拡大を見せてい

る訳ではない.ま た,小 規模施設は事業の魅力が欠けるこ

とか ら,事 業化に至 らないことが多い.従 って,入 札手続

きの簡素化 と,複 数小規模施設の一括発注な ど,柔 軟な対

応が必要である.国 の施設 については,調 達規則の障壁は

非常に大 きく,米 国で行ったよ うな大規模 な制度改革が必

要である.

金融環境の整備はESCO事 業に限 らず,省 エネルギー ビ

ジネス全体に関係すると考えられるが,ESCO事 業では,省

エネルギー保証を行 うこ とで,パ フォーマ ンス リスクを

ESCO事 業者が負 うことが明確になることか ら,金融機関の

負担するリスクは,与 信 リスクに限定 され る.こ のことは,
一般の省エネルギー改修事 業と比べ

,ESCO事 業が有利な資

金調達が可能であることを示す.し かし,与 信 リスクは依

然 として金融機関にとっては大きな問題点になっている.

中国で導入 された,ロ ーン ・ギャランティー制度(債 務保

証制度)は,金 融機関の与信 リスクを軽減する措置である.

我が国においてもローン ・ギャランティー制度を導入する

ことにより,金 融機関を積極的にESCO市 場へ呼び込む こ

とが必要である.同 時に,中 小企業を中心に,低 利 融資,

減税など経済面での支援を行い,投 資環境を整備す ること

が望まれ る.

(2)中 国におけるESCO普 及促進策

中国のESCO市 場は,GEFと 世界銀行の,特 に金融支援

を中心に形成されつつある.ESCO事 業は,民 間の技術 ・ノ

ウハ ウと資金を活用する点に特徴があ り,こ れを可能 とす

るのがパフォーマ ンス契約である.ESCO事 業は技術 とノウ

ハ ウでパフォーマンス リスクを回避する事業であ り,こ れ

が省エネル ギー投資を誘発するインセンティブになってい

る.し かし,こ の仕組みが市場に理解 され,金 融環境が整

備 されるまでは相 当の時間を要す る.中 国では最初に金融

面の支援を行 うことで,こ の時間を大幅に短縮す ることに

成功 した.
一方で
,ESCO事 業が長期信用 ビジネスである点は市場に

浸透 していない.中 国のESCO事 業が短期回収を基本とし

ているのは,資 金回収お よび倒産 リスクの回避が大きな問

題になっているか らである.契 約が確実には守 られず,倒

産後の資金回収に関す る制度整備 も途上の段階にある.基

本的には政府による制度化 と商習慣の変革 といった困難な

課題となるが,ESCO事 業の役割 ・効果,ESCO本 来のコン

セプ ト,成 功例の紹介 といった基本的な部分の普及 ・啓発

をす ることによってESCO事 業への正 しい認識を,事 業者

及び事業主,金 融機関を対象に徹底することが必要である.

また,標 準契約書を開発 ・紹介すること,優 良ESCOの 認

証制度を行 うことは,ESCO事 業者の能力向上に資するとも

に,市 場か らの信頼度を獲得す る上でも重要 と考えられ る.

同時に,エ ネルギー消費に関するデータベースを整備す

ること,技 術 的なノウハ ウに関する能力開発 を行 う等,事

業者の支援 も必要である.具 体的には,省 エネルギー診断

結果をデータベース化 し,業 種毎のエネルギー消費実態 と

省エネル ギーの可能性を明 らかにすること,省 エネルギー

診断,技 術情報,計 測 ・検証,契 約に関する トレーニング

を行 うことが必要である.こ のような技術面での能力開発

を行 うことは,ESCOへ の信頼度を向上 させ,他 のビジネス

と異なるといった認識 を市場に定着 させることが可能にな

る.つ ま り,ESCO市 場を形成するには,商 習慣を改善する

必要があるが,事 業者 自らの能力を高めることが,最 も近

道であると考えられる.

この他,現 在稼働 しているローン ・ギャランティー制度

をより拡充す ることが可能であれば,さ らに効果的である.

(3)タ イにおけるESCO普 及促進策

タイは,省 エネルギー促進法を基本 とした省エネルギー

政策が実施されてお り,特 に,2005年 以降の原油価格上昇

により,政 府が省エネルギー推進に積極的になりつつある.

従って,他 のアジア諸国の途上国の中ではESCOを 含む省

エネルギービジネスが成長する可能性が高い.ESCO市 場 も

2006年 で89億 円にまで拡大 し,今後も高い成長が期待 され

てい る.ま た,日 系企業が多 く進出 していることか ら,我

が国のESCO事 業者が進出す るには最も環境整備が進んで

いる国である.但 し,一 般に省エネルギービジネスが定着

している状況ではなく,ESCO事 業者 も10社 程度である.

従って,能 力開発,普 及啓発 事業開拓,金 融整備,政 策

強化 といった広範な普及啓発が必要である.特 に,省 エネ

ルギー技術情報,省 エネル ギー技術に関す る トレーニング



等を通 じ,日 系企業 との連携を深めることで,ESCO事 業を

活性化す ることが可能 と考えられる.あ るいは,タ イに進

出 している日系企業を中心にESCO市 場を構築す ることで,

タイ全体のESCO市 場を牽引す ることにもなると考えられ

る.

タイにおけるESCOの 普及促進母体はこれまで存在せず,

政府 とEGATが 限定的に行ってきた.こ れまでは,EGAT

が普及促進母体 として,TMB(ThaiMilitaryBank)が 金融面

のサポー トを行ってきたが,EGATはEsco事 業への参入

を検討 し,中 止 したことから普及啓発の推進母体が無 くな

り,同 時に,TMBが 人材不足で機能低下 したため,ESCO

推進の機能が全体的に低下 していた.こ れに対 し,最 近FTI

がESCOの 普及促進プロジェク トを開始 したことから,今

後はFTIと 連携して様々なプログラムを実行することが効

果的である.

この他,ロー ン・ギャランティーの導入をTMBが 計画し

ていたが,導 入に至っていない ことか ら,ロ ーン ・ギャラ

ンテ ィー制度 を導入することは金融環境の整備 を促す上で

重要 と考えられる.

(4)イ ン ドにおけるESCO普 及促進策

イン ドは,こ れまでUSAIDを 中心に国際機関の支援 によ

るESCOの 普及促進策が行われてきたが,投 資が分散 した

ため効果的に機能 した とは言い難い.現 在は,こ れ らの支

援の流れを受け,民 間団体のFICCI(商 工会議所)が 積極的

に促進活動を展開てお り,今 後は政府 とFICCIが 中心とな

って市場開発を行 うもの と考えられる.

普及促進策では,能 力開発,普 及啓発,事 業開拓,金 融

整備,政 策強化の全てにわたって強力に展開する必要があ

る.

これ らのプログラムを行 うにはセ ミナーや研修を行 うこ

とが必要であるが,基 礎的なデータ整備,省 エネルギー診

断によるケーススタディーの実施 とそのデー タベース化,

技術情報の提供は,事 業者,事 業主の双方に とってESCO

事業の有効性を認識する上で重要である.ま た,政 策立案

者にとっては,政 策 目標 を定める有効な判断材料を提供す

ることか ら,積 極的に取 り組むべき課題である.

金融面では,低 利融資はこれまで も行われているが,補

助金,税 の減免,ロ ー ン ・ギャランティー制度などの検討

課題が多く残 されている.ま た,民 間での活動 とともに,

政府機関の能力開発を行い,政 策強化を図る必要がある.

7.結 論

ESCO事 業は,第一次石油危機を契機に米国で普及 しはじ

め,現 在36億 ドルの市場規模に達 しているが,本 格的な普

及期 を迎えたのは1990年 代に入ってか らである.1990年 代

にはアジアの国々で米国のモデルを参照しESCOが 導入 さ

れている.こ の過程でESCOの 導入普及策が各国で行われ

ている.本 論文では,米 国及びアジア諸国の途上国での

ESCOの 現 状 を分析 した.ま た,各 国で行われ てきたプ ログ

ラム を整理 し,導 入促進 策 を類 型化 し,最 後 に,我 が国,

中 国,タ イ,イ ン ドでのESCO促 進 策で特 に留意す る点 を

示 した.
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注1)ブ ル ーブ ック ・プロポーザル:OrderInstitUtingRUIemakingand

()rderlnsdtutinglnvestigationR94-04-03,CPUC(1994.4)の 通称

注2)GEFは,1991年 に国際連合 と世界銀行により,途 上国の温暖

化対策事業を支援するために創設 され,こ れまで68億 ドルを

供与 し,1,900の プ ロジェク トに対 し他の資金を含め,240億

ドルの事業を展開 してきている.

注3)NDRC:国 家発展改革委員会(NationalDevclopmentandReform

Commission).NECIDCは 当 時,国 家 経 済 貿 易委 員 会

(SETC:StateEconomicand1翫adeCommission)の 管 轄で,

SECIDCと 呼ばれていた.
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